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１．はじめに 

配電自動化システムは，配電線の開閉器を遠方

監視・制御し，配電線運用の高効率化・迅速化を

実現するものである。 
その基本的な機能は，変電所や配電線からの情

報を基に，事業所内に設置した計算機システムか

ら電柱上に取り付けた自動開閉器を遠方制御する

ものであり，配電線に永久事故が発生した場合に

は，素早く開閉器を自動操作し，事故の発生して

いない開閉器区間（健全区間）に送電を行い，お

客さまの停電時間の短縮を図っている。 
一方，「配電線の地絡方向継電器（６７Ｇリレ

ー）が瞬時動作した場合」や「地絡事故が継続し

なかった場合」には，当該配電線全体の事故点探

査を実施し，永久事故の未然防止を図っている。

この際，地絡区間の絞込みができることになれば，

事故点の早期発見が可能となり，信頼度の向上と

巡視に要する時間の大幅な短縮を実現できる。 
今般，現行の自動開閉器に新型子局を取り付け

することにより，永久事故に至る前に地絡区間を

標定する機能（以下，「間欠地絡区間標定機能」）

を開発・導入したので（第１図），以下にその概要

について紹介する。 

 

 

 
 

第１図 新型子局装柱 
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第２図 システム構成図 
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２．間欠地絡区間標定機能の概要 第１表 新型子局設定値 

地絡検出設定値 0.1，0.15，0.2，0.25，0.3 A (1) システム基本構成 
地絡検出時限 0.15～0.25 S 配電自動化システムは，自動開閉器，子局，通

信線，ＴＣ親局および計算機システムなどにより

構成され，これに他の基幹システムを連携するこ

とで，①～③ような効率的な運用・管理を実現し

ている。 

注）地絡検出設定値は，0.05A 刻みで設定可能 
（5 タップ） 
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第３図 地絡発生時の零相電流 
（○○線 第３区間地絡の例） 

① 事故停電時の停電時間短縮 
② 高度な配電線運用による設備利用率の向上 
③ 事故停電情報のリアルタイム表示による，お

客さま対応の迅速化 
上記に加えて，今回，新型子局の導入により『間

欠地絡事故時の事故点の早期発見』が可能となっ

た（第２図）。 
(2) 各装置の役割 
間欠地絡区間標定機能における自動開閉器，新

型子局および計算機システムの役割を以下に示す。 
ａ．自動開閉器 

内蔵する零相変流器（ＺＣＴ）により，検

出した零相電流値を新型子局へ提供する。 
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ｂ．新型子局 
開閉器からの零相電流値を常に取り込み，

設定値（第１表）を超える零相電流（Ｉ０）

を検出した場合，「Ｉ０」ならびに「Ｉ０と電

源電圧との位相差（Φ）」を計測する。なお，

計測したデータは，ＴＣ親局からのリセット

要求があるまで記憶・保持する。 
ｃ．計算機システム 

新型子局からの計測情報を，ＴＣ親局を経

由して収集することにより，間欠地絡区間の

標定を行う（現行システムからの機能改造に

より対応）。 第４図 処理フロー 

(3) 間欠地絡区間標定機能の流れ 
計算機システムは，自動開閉器区間の前後の間

欠地絡情報（Ｉ０，Φ）を基に自動開閉器区間毎

の零相電流値を求め，その値が最大となる区間を

地絡区間と標定する。地絡発生時における零相電

流の向きと大きさの例を第３図に，間欠地絡区間

標定機能の処理フローを第４図にそれぞれ示す。 
手順①：地絡検出 

地絡発生時，新型子局は地絡を検出すると

ともに，間欠地絡情報を計測し記憶・保持す

る。計算機システムは，ポーリングのタイミ

ングで新型子局が地絡を検出したことを認識

する。 
手順②：間欠地絡情報要求・応答 

計算機システムは，地絡を検出した新型子

局が属する変電所バンク内の全新型子局に対

し間欠地絡情報要求を実施する。新型子局は，

要求に応じ保持している間欠地絡情報を返送

する。 
手順③：区間標定処理 

計算機システムは，新型子局からの間欠地
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第５図 符号判定 

絡情報を基に区間標定処理を実施し地絡区間

を標定する。 
手順④：リセット要求・応答 

計算機システムは，上記変電所バンク内の

全新型子局に対し間欠地絡情報のリセット要

求を実施する。新型子局は，リセット要求に

応じ保持している間欠地絡情報を消去する。 
 
(4) 区間標定処理 
区間標定処理の計算概念について以下に示す。 
ａ．基準開閉器の選定 

| I02＋I03 |

第４区間 | I03 |

区間流出 I0 値

第１区間群 | I01－I04－I05 |

第２区間 | I01－I02 |

区間

第３区間

第１区間群（同一バンクに所属する配電線

の第１区間の集まり）では零相電流が最大の

開閉器を，第２区間以降では各配電線毎に区

間の電源側の開閉器を基準開閉器に選定する。 
ｂ．符号判定 

基準開閉器の位相差（Φ）と同一区間に隣

接する開閉器の位相差（Φ）を比較し，各開

閉器の零相電流（Ｉ０）の符号（＋，－）を

決定する（第５図）。 

 

第６図 区間毎の零相電流の算出 

第７図 間欠地絡標定結果（操作卓画面） 
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第８図 間欠地絡標定結果（帳票出力） 

ｃ．区間毎の零相電流の算出 
ｂ．で決定した符号を基に区間毎の零相電

流値を算出する（第６図）。 
ｄ．区間標定 

零相電流が最大の区間を，間欠地絡区間と

標定し，間欠地絡標定結果を操作卓モニタへ

リスト出力する（第７図）。 
ｅ．帳票出力処理 

配電線単位の標定結果を単線結線図として

帳票出力する（第８図）。 

３．フィールドテストの結果 

本機能の有効性を確認するため，事故率の高い

配電用変電所を対象に，平成２２年２月～平成２

２年６月の５ヶ月間にわたりフィールドテストを

実施した。その結果，間欠地絡区間標定機能が正

常に動作し地絡区間を正しく標定することを確認

した。 

４．今後の展開 
る拡大を行い，信頼度の維持・向上および現場労

務量の削減を図っていく。 
平成２２年１０月より，旧型子局の更新に合わ

せ新型子局の取り付けを順次実施しており，間欠

地絡事故発生時の有効性について確認している。

今後，間欠地絡区間標定機能の適用エリアの更な 

 
（本論文は，電気現場技術 2011 年 5 月号「配電自動化システムを活用した 
間欠地絡区間標定機能の開発・導入」より，許諾の上転載しております。） 


